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1.は じめ に
本書のテーマである国際司法裁判所判決の r執子f｣(ex舌cution)をめぐる問題は,国際
裁判論の数あるテーマの中でも極めて重要な位置を占めるものであるO言うまでも無く,
判決の ｢強制｣執行制度に不備を抱える国際社会におし､ては,判決不履行の問題は単に法
理論上の問題に止まらず,いかに判決を実現するかとし､う極めて実際的な問題を内包して
いる｡この点で,国際裁判判決は概ね問題なく復行されていると一般に認識されてはし,る
ちのの,実際に判決不履行が問題となった事例は無視し得ないほと多い｡確かに,膨大な
数の匡l際判例から見れば判決不履行事例の ｢数的｣インパクトは大きくない,とも許し得
るが,他方で,コルフ海峡事件やニカラグア封牛のような重要案件において判決が履行さ
れずに放置されるという事態は,｢質的｣には無視し得ないものである｡本書の著者が指摘
する通り,こうした現状に対して,国際法学では一般に判決 ｢内容｣に関心が集中するた
め,判決後の履行状況には関心が薄く,国際裁判研究者でさえ判決後の推移は ｢非法的｣
問題として検討を怠る傾向があるoこのような国際法学 (研究者)の怠惰に警鐘を鳴らし
つつ,本書は判決執行問題を法的に分析するに止まらず,｢非｣法的観点からもこの間堰に
切り込もうとする意欲的な著作であり,同時に判決執行にまつわる諸問題を包括的に扱う
労作である0
2.内容の紹介
まずはじめに若者の用語定義について略述しておくと,｢執ilf｣(execution)という用語
は,法主体による自発的な規範遵守 (実施implementation)と異なり,強制 (coercition)
によって強いられる (forcee)ものとされる (p.8)(なお,｢執行｣という邦訳に関して
は国連意章94条2項仏文参牌)oただし,残念ながら｢執行｣に関する著者の定義は一定し
ておらず,当事国によって判決が ｢自発的に｣(demanierespontanee)執行されるとい
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う恥 ､方も見られる (p,52).な13,用6.7,'に関する問題は後述する∪
本書は2部構成にな-,て1,Lr),第ユ部で r執川 二ついて｣,第2部で ｢不軌行について｣
それぞれ扱うO
第1部｢執行について｣(pp23-135)では.まず第 1舶 ｢執行の兼務｣て判決執行義柘
の内答を詳細に検討し,続 く第2舶 ｢義務の執行｣においてこの判決執行義務の実施形態
を扱うoまず節 1縦の ｢執行の東棟｣から見ていこ:)｡著者はまず判決執イ1議席の条文 L
の根拠を検HJlrL(匡l際連i17規約13条および国連憲串94条).さらに執行義務の主体の検討を
絶た して,判決執行義務の濃紫を裁判ィ､｣託合意の小二求める(p.50)Oまた,判決の拘束力
理由にまで既刊ノJが及ぶかという問題),さ;,には仮保全命令の拘束ノJの有鮒 二まで議論対
象を広げるo以上までの議論ては,従水の議論内容を越えるものは比当たらないといって
も過1=さてはないため,｡7述は避ける｡続く第2柄 ｢義務の執イJ-｣では,当事匝Irldjの交渉に
よって判決が執行される場zr,-iLと,第三者G7)介入によって判決が執行される場合が個別に検
討される｡まず前者に関Lては,判決後の:当事lj間交渉によって判決が実質的に執行され
ているという点を指摘し,その ｢合意に濃づ く件貿｣(caractereconsensuel)を導きLlL
つつrp,102),当事凹か判子人と米なる形で粉-zfrを粒終的に解決するような場合にt,r-,一及し,
-ラン事件を詳細に分析し,最終r伽二はイランが判決に基つ く義席を破らなかったとみな
し,当該事例を判決か執行された事例であると｡平価する (p.1(16)｣二のよ )に,帯右は,
判決が法的側面を扱いつつ,判決後の当事r毛1間の交渉てはこの法的側面を収r)込み/)つ政
子甜 J側面が扱われると分析 しており (p.108),全体的な紛卑解決C7)文脈のq｣で判決の r執
(assistance)される場合を検討し,国沌機関や地域的機関.さらには裁判l-IEl身が判決執
行を促進する機能を果たしていることをl刑;,かにする｡以 仁,節 1部の結論として,貴肴
は,判決か当事Ljil1jlの交渉によって執行されているという現実を踏まえ.こうした政治的
判断と当事国FHJのrnl.鼓が判決執イ1-.に不叶欠であると結論付けるO
続く窮2部｢不執行について｣(pp137-294)において.若者は前提としでfJ｣決のiく執イi
か国際法追反であることを確認しつつ,第1舶で 判決の強制執行 (1'executionforcee)を
扱い,第2編で判決不軌†∫から,/i:.じる同家苗イ工の問題を扱う｡､まず節1榊 ｢判決の強制執
行｣では,国連安全保障理事会 は よびその他の同連機関)による判決G7)強制執'1r制度 (国
連憲章94条2lTfi)か詳糾 二瓶J寸される｡箸別二,よれば,安保坪の枚治(1叩｣断によって裁判
所判決の既判力が望呈規される可能性はないという｡というのは.安保理が扱う対象車碑と
FBj際司法裁判所の扱う対象事項が異なるたれ 安保矧 こよる判決の執行吋能性が裁判所判
決の終結性に影響を与えないか▲ゝ,てあるという (p.153).｡同時に,放判所rt身は判決こい
渡しによって｢無権限｣(incomp6tcncc)となるため.強黙り執71の手段を有していないこと
が指摘される(pp194-195)i-続く第2綱では,判決不執行から生じる国家責任が論じJ-,礼
22C)
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る｡著者は判決執行義務を一次規則とし,その違反に対しては通常の国家責任法か二次規
則として機能するという (p.213)｡続いて著捌il凱垂国際法委員会 (ILC)の同家責任条
文草案に沿って違法性阻却事由を個別に検討し,判決不執行の正当化の可能作を探る｡と
りわけ興味深いのは国家責任発生の時間的問題を考察する箇所であり,死刑執行のような
事例(プレアー ト事件)を除き,判決不執行は通常は継続的違法行為とみなされる(p236)Lr
また,ILC白身は ｢行為の義務｣と ｢結果の義務｣の区別を放棄したものの,判決執行義
務は基本的に ｢結果の義務｣に該当するという (p239)｡また,判決は言い渡しの段階で
執行義務を生じさせるが,当事凶間で交渉がイ】.･われている間は執行されているものとみな
される (p.244)o最後に,著者は判決不執行から生じる責任の解除に関して対抗措置を詳
細に検討し,一方で例外を認めつつも,-一般に匝l際司法裁判所判決は対世的な(e7gaOmneS)
性質を有きないたれ 非訴訟当事国が対抗措F削こ訴える余地はないとする (p.263)o以上
の検討を経た上で,著者は安全保障理事会および裁判所自身による判決執行手続が f･全で
ないと許しつつ,現段階では有効なメカニズムは見出し得ないと結論付けている｡
以上の検討を経て,著者は｢結論｣において次のように本書の内容を総括する｡第1に,
裁判所判決を執行することが法的要請であるとIrfJF割二田家の政治的考慮にも合致するD第
2に,現行の執行制度の不完全′性を確認しつつ,1(執行の問題が ｢政治と法の問の矛盾｣
および ｢国家の利益と国家の法的義務の間の矛盾｣から生じており,裁判官が判決時に政
治的考慮を勘案することによって判決執行が実効的になると結論付ける｡
3.コ メ ン ト
まず国際裁判判決の執行をめぐる議論環塙について確認しておこうOとりわけ冷戦後,
国際司法裁判所に什託される事案は賀呈ともに拡大しており,このような現状に鑑み,戟
判所利用の全般的な活性化傾向を認めることかできる｡しかしながら,付託事件の増加が
判決の ｢執行｣に出粁している訳ではない.〕その証左は,判決後の付随手続利用の増加で
あるo実際に,近年の朗著な傾向として,判決rlf審請求l),判決解釈請求2㌧追加的判決請
求3)が相次いで提起されている点を指摘することかできるOこれらの請求は,判決後にも三!'l
事Eg間の ｢紛争｣が依然として存続していることを物語っているoこのような意味で,本
書のテーマである判決執1j･問題は,【1J典的とはし､え今日なお現実味を失っていないrっ他Jj
で,本書は判決執行という~lt]J典的テーーマを扱:)以上.同テーマに関する先行研究との比較
1)/工ノサイド条約通用事件の先決的抗弁判決C7lIヰ都かji-事件(2OO3咋2月3日判決),領土･島･
海洋塙界紛争事件判決の再審請求事作 (2003年1'3月18日判決)0
2)カメルーン･十イジェリア間の陣地.粘iY場外幸作の先決的抗弁判決の解釈請求事件 (1999年
3日25日判決)｡
外交雑誌99巻 1'rl.(2000年)91貞0
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評価を免れないのであるが,この点で本書の独 自件を指摘するとすれば,それは｢非法的｣
観点を柔軟に取 り込もうとする著者のアプローチに5)るoこの点,著者は判決執行問題を
｢政治 と法の境界線上｣に位置付けつつ (p,88),従来の学説が判決執行を非法的問題 とし
て等閑視 してきた態度を一貫 して批判 している｡このような著者のアプローチは,当然な
がら判決後の当事国間交渉の検討を要請することになり,判決に示 される法的判断が当事
国間の政治的交渉の中に取 り込まれていくプロセスを明らかにしようとする著者の試み(p.
108)に繋が-'ていると見ることができるu他方で,このような筆者のアプローチの影響 も
あり,本書には看過 し得 ない問題点 も見受けられる｡第 1に,そもそも ｢執行義務｣ とい
う概念を用いる意義が奈辺にあるのかという.i.与であr).第2に,｢執行義務｣の前提たる判
決の効力をどのように捉えるのか, という点である∪以下,これらの論点を中心に本吉の
問題点を検討 してみよう｡
(1) ｢執行義務｣ という用清の意義
まず第 1点目に,｢執行義務｣なる用語を用いる意義についてであるが,学説上,判決の
執行 と判決の既判力を厳格に区別する見解4)かあることに鑑みて,著者の提示する｢執行義
務｣(】'C'bligationd'execution)が判決の ｢拘束力｣(裁判所規程59条) と如何なる点て異
なるのかという疑問が当然出て来ようOさらに付言すれば,そもそも著者の用 いる ｢執行
義務｣ という概念は一義的ではなく,既判力と同一 とされる場合もあれば (p.56),｢拘束
力｣よりも狭義 とされる場合もある (p.60)｡同時に,本書では判決の ｢実施｣(lamiseen
αtlVre)や既判力の｢実現｣(realSation)といった用語もrul義的に用いられており(p.290),
若者のいう ｢執行義務｣の内実を画一的に理解するのは容易ではないDこの点,著者の用
語法か ら好意的に推測すれば,判決の拘束力に付加される判決内容の実現の義務が ｢執行
義務｣であるように思われるが,両者を区別する意義は依然 として明らかではないt,実定
法上も,l司連憲章94条は1項で ｢加盟国は-･裁判に従 う｣(seconformer)と規定 しつつ,
2項では ｢安全保障坪事会は･-執行する｣(faireexecuter)とされてお り.規範の名宛人
が明確に分離されていることからしても,当条項から ｢国家の｣判決執行義務 を導 く著者
の法解釈は説得力に欠けるDさらに,著者の提ホする ｢執1T義腰｣概念に関 して最 も本質
的な問題は,著者がこの概念を ｢紛争の最終的解決｣ という概念に結びつける点にあるD
例えば,著者はテ-ラン事件を例に挙げながら,｢判決は,それが引き起こすあらゆる反応
が紛争の最終的解決に資するような場合には執行されたものとみなされる｣という(p.107)o
確かに著者が指摘するように,訴訟当事国は交渉によって判決内容の実現過程について合
意 しうるのであるか (p.99),このような判決の実現過程までも判決の ｢執1J'･｣に含めるこ
とには疑問が残るDその理由は,第 1に,帯者が念頭に置 く ｢執行｣の強制的要素か ら禿
離し過 ぎているからであり,第2に,何か紛争の ｢最終的解決｣に ｢~資する｣のかをイ剛 IJ
4)LeonardoNemerCaldeiraBrant,L'autorifLfdela(jw)Lblejuge'eEmdroitinternaflonalpubliL･,
LGDJ.(2003),p.I.本苔については.拙稿 ･本雑誌55巻1リー (2005年)181-190頁参照,
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具体的な事案において特定するのは容易ではないからであるDなお.,この ｢紛争の最終的
解決｣概念は本吉における著者の主張の核心と深く関わるため,もう少し詳細に検討して
おこうO
著者は本書において ｢判決後｣の政治過程を射精に入れた包括的な ｢執行｣概念を提示
Lようと試みており,この点で,執行問題が法的側廊 (既判力)と政治的側面 (紛争の全
体的解決)の耐則面から構成されるという著者のテーゼは確かに一貫LているOそして,
この枠組みの中において,｢執行｣概念を｢紛争の最終的解決｣概念に結びつけるという著
者の考え方が提示されていると考えるべきであろう｡しかしながら,このような概念設定
の試みの中に,逆に本書の難点か潜んでいるように思われる｡その理由は,第 1に,その
用語の包括性が逆に概念提示の意義を損なわせしめている点である｡この点,少なくとも
先行研究では判決の｢自発的執行｣(J'exさcutionspontanさe)と｢強制的執行｣(1'exELCution
forcee)が概念上区別されておリ5),この瓜 こ関する配慮か本書の著者には欠けていたと言
わざるを得ない｡他方で,第2に,法的側面と政治的側面の両側面から検討すると言いつ
つも,政治的側面からの分析が十分になされているとは到底言い難い｡確かに,著者が政
治的側面から判決執行問題に言及する箇所もあり,例えば,｢国際世論が十分な抑圧として
働いた｣と評したり (p,255),判決の ｢道徳的義務｣に言及する箇所も見受けられる (p.
291)｡しかしながら,残念ながらこれらの概念に関して著者が実質的な検討を展開してる
わけではない｡結論から言えば,著者の用いる ｢執行義務｣概念は,結局は ｢政治と法の
境界線上｣で唆味な位置付けしか与えられていないと評価せざるを得ない｡
(2) 判決肋間海の位置付け
本書の問題点の2つ目は,｢執行義務｣の前提たる判決の効力についての著者の言及が見
られない点である (なお.判決の ｢無効｣(nulitさ)に言及する箇所は見られるDP.152.
m362)O確かに,筆者は判決 ｢後｣の推移に托E]Lており,判決の効力そのものは問題と
していないようにも見える｡しかしながらここで想起すべきは,国際司法裁判所における
判決不履行の典型であるコルフ海峡事件 (1949年)とニカラグア事件 (1986年)では,と
もに敗訴国が裁判所の ｢権限翰趨｣を主張しておr),判決の ｢効力｣が争点となっている
ということである｡この点,確かに著者自身も判決不履行が問題となるのは管轄権につい
ての争いかある場合であるということを認めているものの(p.51),コル7海峡事件に関し
てはごく簡略に触れられているだけであり(pp.50-51),また,ニカラグア事件に関しては
判決後の両国の交渉が紹介されるのみである(p100,151)Oでは,著者は判決効について
どのように考えているのであろうかO著者のpL言によれば,｢国際司法裁判所の判決はほとん
どの場合当事匡=こよって自発的に執行されており,既判力が否定される事例はごく僅かで
5)GHbertGUILLAUME,iDel'executiondesdecisionsdelaCourinternationaledejustice〉,
inLaCo〟linternationaledejusticeaLl'aubedu21C-mesietcle,Leregardd'unjuge,Pedone,
Paris(2003),pp.173-186.
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ある｣ という (p.25,29,n 7O)o Lかしながら,仮にこの説明が止 Lいとすれば,改め
て判決執行を問題とする必要かあるのかという疑問が生 じるであろうし,他方で,実際の
事例では判決不軌打問題が判決効問題と1こnJ一分であることは明らかであるため,この点に
関する著者の見桝は不 十分 と言わざるを得ないn
なお,判決効間者に関連 して明らかにしてお くべきことがもう一点あるoすなd)ち.氏
判力かどの段階で発生し,あるいは確起するのか, という問題である｡これは.どの時点
から判決の執行を ｢強制｣ し得るのか, という問題にも関連するため,無視 し得ない論点
であるDこの点について,まず第-･に,興味深いことに著者は国際司法裁判所規程第60条
から導かれる既判力旋削か判決に｢証明力｣(1af()rceprobante)をFj･えると逆へてi'-り(p.
31),この.IrJ二から判決の既判力が削 二推定されるという前提を有しているようにもL.売める｡
しかしながら,仮に判決の既判力が判決言渡しと同時に推定されるとしても.例外的なイこ
服申立手続である再審手続 (裁判所規程61条)との関係は依然として問題となる｡すなわ
ち,再審請求が提起され.この請求に関する裁判所の審現が行われている間,例えば安全
保障理事会による強16日執行は停止されるのか,という問題である6)｡このような場合,佃に
強制執行が停止されるとすれば,再審請求の時間的要件内 (すなわち,判決時から10年,
新事実の発見から6ヶ月)には判決の執行は求められない, という解釈も可能であるOこ
うした問題を考えるにあたっては,差し当たっては7ランス法上の概念分校を参照するの
か一つの解決法ではないかと思われるoすなわち,フランス法上では,｢既判事項の確定力｣
(1aforcedechosejugさe)7-と ｢既判事項の権威｣(l'autorlt6dechosejugさe)が拝別さ
れ,確定判決はその暗点で ｢既判事項の権威｣を得るが,執行停 止手段が)Etくされた段階
で ｢既判事項の確定力｣を得て,そこで初めて執1]-･可能 となるOもちろん,著名が厳稚な
法的アプロ-ナを避けている以上.このような議論を本書に求めるのはお門違いかも知れ
ないが,とは言え,こうした (法的)論点について明らかにすることなく判決執行の ｢義
務｣を柚Lliすることが困稚なことも確かである♭
さて,以 卜のように本吉における諸々の難点や課鶴を論ってきたが,他方で,これら諸
点は紹介者が判決執行の ｢法的｣捉え方に固執 しているため,という側面があることも否
6)このようなケースは何ら想像 卜のものではない｡実際に,領土･島.海洋紛争事件判決の再審
請求事件 (2003年国際=T.1法裁判所小法廷判決)でこれに類似Lた事態か生じている]すなわち,
エルサルヴ7トルはホンジュラスか19(j2年の小法廷lirJ決を履行していない事実に鑑み.国連安全
保障鼎事会に当判決の執行を求めつつ(2002年1月18n),r-Jl0割こ裁判所に対しでPJ決の再審を講
七 求しているcc6/CR2003/3(M CarlosL6pesCol-treraS),para1lらl
九 7)フランス法Lの ｢既判事項の確定))｣(foreedelachose]ug卓e)の概念については以下の説lj]
参照O｢執行を停止する不服申｣7二recourssuspenslfが許されない判決の効力 (郡民諦500条以下)
をいい,｢既判事項の権威 autorltEdechosejugさe｣とはL朋lほ れるOすなわち,判決は請渡し
故障rlHT.oppositlOn)が尽きた時点で,判決は既判事碍1-の確定力を神る｣｡rJrl俊夫編『フランス
法辞典』(東京大学Ll.版会 2002年)238頁D
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走し得ない｡封1介者としても,判決後の履行過程までも視野に入れた包括的な執行問題の
検討が必要であるという著者のJB･え方に異論はないOそうした意味で,本書が国際司法裁
判所判決の執行に関する諸論点を多く扱いつつ,こうした試みを大胆に実践している点は
積極的に評価されるべきことであろう｡また,少なくとも国際法学者の視点を少しでも｢判
決後｣に引き寄せたというだけでも大きな貢献をなしたと言えるかも知れない｡
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